
指定の更新制の導入  
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○介護サービス事業者の指定の更新について  
l‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 1  

l  

l  ＋  
l   ：改正前  

L己  量竪   零量挙  

ー．＿．．．＿＿．＿＿＿＿．＿l  

介護サービスの質を担保するために、介護サービス事業者が、指定基準等を遵守して  
適切なサービス提供を行うことができるかを、定期的にチェックする必要がある。  

※みなし指定の事業者は除く。  

l‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 1  

；改正後  

‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－一一一一－－－－－－－－→  
l  

：※事業者が指定の更新の申請をした場合において、指定の有効期間の満了日までに、当該申請に対する処分が：   
≡ されないときは、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでは、従前の指定が有効とされる。  
－－一一－・・・一・・－－－－－－－－－一－－一一一一－－－－－－－一■■－■－■＿＿－－■■＿■＿＿＿＿＿＿＿＿＿暮＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿1  
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○介護サービス事業者の指定の有効期間について  

事業者指定日（王薪ヨ）   平成川年4月2日－   

事業者指定日（更新日）  

12   
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io介註保険法（平戯嘲  
） 

卯十＿条第＿項本文の指定は、六年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。  

12 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指定の有効期間」という。）の満了の日までにそ‡  
こ対する処分がされないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を  

3 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の有効期間の満了の目の翌日から起算すl  

津等。 割．附則  
‡第十条この渡律の施行の際現に旧介護保険法第四十一条第一項本文若しくは介護保険法第四十六条第一項若しくは第四十八条第！  

一項第一号若しくは第三号の指定又は同法第九十四条第一項の許可を受けている指定居宅サービス事業者（次項の規定により新介‡  

護保険法第四十二条の二第一項本文の指定を受けたものとみなされた者を除く。）、指定居宅介護支援事業者、指定介護老人福祉l  

施設の開設者（第三項の規定により新介護保険法第四十二条の二第一項本文の指定を受けたものとみなされた者を除く。）若しく  

は指定介護療養型医療施設の開設者又は介護老人保健施設の開設者（以下この項において「指定居宅サービス事業者等」とい  】  

う。）は、施行日に、新介護保険法第四十一条第一項本文若しくは介護保険法第四十六条第一項若しくは第四十八条第一項第一号！  
若しくは第三号の指定又は同法第九十四条第一項の許可を受けキものとみなす。ただし、当該指定居宅サービス事業者等が施行日  

の前日までに、厚生労働省令で定めるところにより別段の申出をしたときは、この限りでない。  
i2・3 （略）  

）介 

（指定又は許可の有効期間の経過措置）  

会誌1⊆▲暑l．肘 口I  

l第七条 平成十七年改正法附則第十条又は附則第三条若しくは第五条の規定により新法第四十一条第一項本文、第四十二条の二第一！  

項本文、介護保険法（以下「法」という。）第四十六条第一項、第四十八条第一項第一号若しくは第三号若しくは新法第五十四条  

の二第‾項本文の指定又は法第九十四条第一項の許可を受けたものとみなされた者の当該指定又は許可に係る施行日後の最初の更‡  

新については、新法第七十条の二第一項（新法第七十八条の十一、第百十五条の十、第百十五条の十九及び第百十五条の二十八に】  

し） 

「  

護保険法第四十一条第一項本文、第四十六条第一項若しくは第四十八条第一項第一号若しくは第三号の指定又は第九十四条第一項！  
の許可を受けた目から六年（平成十四年四月一日以前に当該指定又は許可を受けた者については、平成十九年四月一日から平成二l  

十年三月三十一日までの間において、当該指定又は許可を受けた日に応当する日から一年）を経過する日まで」とする。  l  ’ ‘ ■一 ■ 
」＿⊥⊥二二二二＿＿．⊥こ二二二二二∴二⊥＿二∴⊥二∴二二二ご二二こ＿ニニニニ∴ニニ’．二二′ニニニ＿ニニニ⊥‾二＿＿∵＿ニ＝＝二‖ニ．⊥二二．二二＿二＿二＿二、」‖＿＿＿＿＿t  
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勧告・命令等の権限の追加  
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○勧告・命令等の権限の追加  
l‾‾‾  

改正前においては、不正を行う措定サービス事業者に対する強制力のある行政処分の方法としては、r措定の取乱しか手段が限られ：  
；ていたため、美蔵に即した指導監督や行政処分ができないことがあった。   
l＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿  

‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾t‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 「  

より美蔵に即した指導監督や行政処分がで書るよう、措定の敬消に加えて、措尊皇菅の仕組みを新たに規定した。  
①指定サービス事業者が、指定基準に定める従業者の員数を満たしておらず、又は設備及び運営lこ関する基準に従って漣正な運営をし  
ていないと認めるときは、当該指定サービス事業者に封し、期脾を定めて．基準を遵守すべ書ことを勧告することがで圭る。【勧告】  

②措定サービス事業者が期隈内に勧告に従わなかったと引ま、その旨を公表することがで圭る。【公表】  
⑧勧告を受けた指定サービス事業者が、正当な理由がなく勧告に係る措置をとらなかったと書は、当該指層サービス事業者に封し、期  
限を定めて．モの勧告に係る措置をとるぺ書ことを命じることがで善る。【命令】  

④⑨の命令をした場合には、利用者の漣切なサービス選択の機会を確保するため．その旨を公示しなければならない。【公示】  

※市町村（僅陳書）は、設備及び運営に関する基準に従って漣正な運営をしていないと認めると割ま．その旨を事業所の所在地の都道  
府県に通知しなければならない。（その他の内容についても、市町村（保険者）は都道府県に情報提供することは可能）【通知】  

介護サービス事業所・施設  

（注）法定代理受領の要件を満たす場合に限る。   15  



（参 考 条 文 ⑥）  

（平成9立法律葺123号）  

（勧告、命令等）  

第七十六条の二 都道府県知事は、指定居宅サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若   

しくは技能若しくは人員について第七十四条第一項の厚生労働省令で定める基準若しくは同項の厚生労   

働省令で定める たしておらず、又は同条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び   

運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の運営をしていないと認めるときは、当該指   

定居宅サービス事業者に対し、期限を定めて、同条第一項の厚生労働省令で定める基準を遵守し、若し   

くは同項の厚生労働省令で定める員数の鍵業者を有し、又は同条第二項に規定する指定居宅サービスの  

事業の設備及び運営に関する基準を遵守すべきことを勧告することができる。  
l  

12  
1  

1  

1  

王3  

都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合におい て、その勧告を受けた指定居宅サービス事  

業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。   

都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定居宅サービス事業者が、正当な理由がなくて  

その勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定居宅サービス事業者に対し、期限を定めて、その  

勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。   

都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しなければならない。   

市町村は、保険給付に係る指定居宅サービスを行った指定居宅サービス事業者について、第七十四条  

第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービ  

スの事業の運営をしていないと認めるときは、その旨を当該指定に係る事業所の所在地の都道府県知事  

4 

r5 

】  

】  

l  

l  

l  

に通知しなければならない。  
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市町村における介護サービス   

事業所・施設への立入権限の付与  

17   



○市町村における介護サービス事業所・施設への立入権限の付与  
l‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■■‾■■‾■■－一－■■－－－－■一一－－－一－－－一一一一－－－－一一－－－－－－－－－一一－－一一－一一－－－－－－一一－一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－・・・㌧－－－－一－－－－－一－－－－－－－－－「  

…改正前においては、市町村（保険者）は介蕎サービス事業者に対してー立入」等の権限がなかったため、保険給付 邑  
l  

I  

】  
＿＿＿＿＿J  

言の内容等を十釧こチェックできないことがあった。  

措定サービス事業者関係について．都道府煽が事業者等への立入権胚を有することを明記し、市町村（保険者）に …  
都道府県と同等の権限を与えるとともに、指定サービス事業者阻係以外については市町村（保険者）に立入権限を；  

1  

1  

】  
＿＿＿＿＿．．＿．．＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿J  

与えた。また．立ち入り等の拒否に対する罰則を設けた。  

介護サービス事業所・施設  

（注）法定代理受領の要件を満たす場合に限る。   18  



（参 考 条 文（彰）  
（平成9奮法徒事123毒・）  

（文書の提出等）  

i第二十三条 市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給付を受ける者若しくは当該保険給付に  
係る居宅サービス等（居宅サービス（これに相当するサービスを含む。）、地域密着型サービス（これに相当するサー  

当  

。  

こ  

う。）に対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しくは依頼し、又は当該職員に質問若しくは照会をさ  
l せることができる。  
1  

（報告等）  

i第七十六条 都道府県知事又は市町村長は、居宅介護サービス費の支給に関して必要があると認めるときは、指定居宅  

王 サービス事業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下  

ビス事業者の当該指定に  

こ妄  

2 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第四項の規定は、前項の規定による権限  
一 について準用する。  
I  

E第二百九条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、三十万円以下の罰金に処する0  
l 一 第九十五条の規定に違反したとき。  

条第三項、第四十九条第三項、第五十四  ！二第四十二条第三項、第四十二条の三第三項、第四十五条第八項、第四十七  
条第三項、第五十四条の三第三項、第五十七条第八項、第五十九条第三項、第七十六条第一項、第七十八条の六第一  
項、第八十三条第一項、第九十条第一項、第百条第一項、第百十二条第一項、第百十五条の六第一項、第百十五条の  
十五第一項又は第百十五条の二十四第一項の規定による報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示をせず、若しくは  
虚偽の報告若しくは虚偽の帳簿書類の提出若しくは提示をし、又はこれらの規定による質問に対して答弁をせず、若  
しくは虚偽の答弁をし、若しくはこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。   

第百五条において準用する医療法第八条の二第二項及び第九条の規定に違反したとき。  ／■ノ■ー 
L＿二⊥ニ＝二二二二二」二二二ニ⊥ニ＝ご二二二二＝二二ニニニ＝ニニニ＝ニニニニニニニニニニ∴ニニ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿1  
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指定（効力）の停止の権限の追加  

20   



○介護サービス事業者指定の効力の停止について①  

改正前においては、指定サtビス事業者についてはー措定の取消Jという方法で  

しか、その効力を失わせることはで書ず、不漣正なサービス提供をおこなってい  

ることが判明しても．緊急的な措置等の柔軟な対応がとれなかった。  

不正な運営をしている指定サービス事業者を確認した場合に、緊急的に不遣正な  

サービス提供に基づく介護報酬の請求を停止させるなど、指定の全部又 は一部の  

を行えるようになった。  

参 考 条 文  r  

l  

】  

【  

l  

l  

■ ■ ■ ■ － － ■ ■ － ■■ － － － ● － － － － － － － － ■ ■ － ■ ■■ ■ ■ ■■ ■ ■■■■■■ ■ － ■－ ■■ ■■ ■ ■ － ■ ■ ■ ■ ■ 一■■■■  

】  

即  

（指定の取消し等）  

；第七十七条都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定居宅サービス事業者  
F に係る第四十一条第一項本文の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停  

とカる0  

2 市町村は、保険給付に係る指定居宅サービスを行った指定居宅サービス事業者について、 前項各号のいず  

れかに該当すると認めるときは、その旨を当該指定に係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければ  

l ならない。  
l＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿‖＿＿＿＿1  
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○介護サービス事業者指定の効力の停止について②  

：介護保険法に基づき期間を定めて指定の効力を停止した場合・・・（例：指定サービスの提供）  

都道府県（指定権書）  介護サービス事業所・施設  

※地域密着型サービスの場合、指定等については市町村  

市町村（億険書）  利  用  者  

（注）法定代理受領の要件を満たす場合に限る。   22  




